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日本人の金融リテラシー向上において期待される
金融機関の役割
株式会社野村総合研究所　金融コンサルティング部　
主任コンサルタント　泉澤  聡志

1	 動き出した貯蓄から投資への流れ

　“貯蓄から投資へ”の流れが加速している。ネッ

ト証券大手の SBI 証券は 2021 年 6 月に、楽天証券

は 2021 年 12 月にそれぞれ証券総合口座数が 700

万口座※ 1 を超えるなど、ネット証券を中心に新規

の証券口座開設数が過去にないペースで増加してい

る。

　NRI が 3 年に 1 度、生活者の金融意識や行動の

実態と変化を明らかにする目的で実施している生活

者 1 万人アンケート金融編※2 においても、2016 年

と 2019 年の結果を比較すると、「投資経験者」の

割合が 17% から 21% に、「投資経験はないが投資

に興味がある人」の割合が 8% から 13% に増加し

たことが明らかになっている（図表 1）。

　また、図表２・３に示した年代別の割合を見ると、

特に若年層を中心に「投資経験者」「投資経験はな

いが投資に興味がある人」の割合が増加しているこ

とがわかる。

　直近のネット証券を中心とした証券口座の新規開

設数の増加も踏まえると、老後 2,000 万円問題や

コロナ禍で過熱した投資ブームが後押しとなり、若

年層を中心に投資の裾野が着実に広がってきたとい

える。 

２	 投資経験者層拡大の余地

　前章で述べたように、若年層を中心に投資の裾野

が拡大している一方で、依然として投資未経験者は

生活者の 7 割程度を占めている。

　2019 年に実施した NRI 生活者 1 万人アンケート

金融編の結果と、総務省「人口推計（2019 年 7 月

確定値）」の値を用い、20 ～ 79 歳までの投資未経  図表 1	 投資経験・投資への興味の有無（18～ 79歳）

  注）	 無回答を除いて集計（図表 2 以降の「NRI 生活者１万人ア
		  ンケート調査　金融編」のグラフも同様）
  出所）	NRI 生活者１万人アンケート調査　金融編（2016 年、
		  2019 年）

※ 1　各社ニュースリリースより
※ 2　調査対象：全国の 18 ～79 歳の男
女個人 1 万人（2019 年調査のみ、80 ～
89 歳も対象）。全国の地域別（9 区分）、
都市規模別（5 区分）に人口比で 550 地
点を算出し、性・年代（5 歳階級別）・住
居形態（戸建て・共同住宅他）が国勢調
査と合致するように調査票を配布・回収。
調査方法：訪問留置法（一部、郵送によ
る回収、および Web による回答を含む）。
実 施時期：調査 年の 8 ～ 9 月（直近は
2019 年、前回調査は 2016 年）
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験者数を推計すると約 6,700 万人にも上る（図表

4）。

　投資経験者のうち、2016 年以降に投資を開始し

た人のボリュームゾーンは 20 ～ 30 代の若年層で

ある一方で、年代が上がるにつれて、新たに投資を

開始する人や、投資経験はないが投資に興味がある

人の割合は減少する。退職金の受け取りや相続等が

おおよそ 60 代の間に発生することを踏まえると、

70 代においては、新たに投資を始めるきっかけに

なるようなライフイベント、お金の動きも少ないこ

とから、新たに投資を開始する人の数も頭打ちにな

ることが考えられる。すなわち、2019 年調査時点

においては、60 ～ 70 代の生活者約 3,200 万人の

うち投資経験者が約 1,200 万人であることを踏ま

えると、最終的に投資を行うようになる生活者は同

年代において 4 割弱であるということができる。

　図表４における 60 ～ 70 代のうち、①投資経験者、

②投資未経験者のうち投資に興味あり、③投資未経

験者のうち投資に興味なしの三つのセグメントごと

に、平均世帯貯蓄額を算出したグラフを図表５に示す。

これを見ると、60 ～ 70 代の平均貯蓄額は、投資経

験者で 4,000 万円を超える一方、投資未経験者で

は約 1,000 万円と、大きく差が生じていることが

わかる。

　正式文書としては受理されなかったものの、

2019 年 6 月に金融庁金融審議会市場ワーキング・

グループが提出した報告書「高齢社会における資産

形成・管理」において、老後 30 年間（65 ～ 95 歳）

の必要資金の目安は 2,000 万円と示された。60 ～

70 代の生活者の年齢の中央値が 70 歳だとしても、

金融庁の試算における老後 30 年間のうち、約 25

年は残っている計算となり、60 ～ 70 代の投資未経

験者における世帯貯蓄額の平均である約 1,000 万

円という金額では、老後資金が不足する可能性が高

  図表 2	 年代別に見た投資経験者の割合の推移

  出所）	NRI 生活者１万人アンケート調査　金融編（2016 年、2019 年）

  図表 3	 年代別に見た投資に興味がある人の割合
	 （投資未経験者のうち）

 
  出所）	NRI 生活者１万人アンケート調査　金融編（2016 年、2019 年）

  図表 4	 投資経験セグメント別人口推計

  注）	 数値は四捨五入しているため、「計」の値と各欄の合計は	
		  必ずしも一致しない
  出所）NRI 作成
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いと考えられる。

　図表５において、60 ～ 70 代の投資未経験者の世

帯貯蓄額分布を見ると、8 ～ 9 割が 2,000 万円未

満となっていることから、60 ～ 70 代の投資未経験

者約 2,000 万人のうち、（8 割と仮定して）1,600

万人以上において老後資金が不足してしまう事態に

なる可能性がある。

　平均寿命の延伸に伴う老後の必要資金の確保が社

会課題になる中、現役世代からの長期積み立て等、

老後の資産形成に向けた資産運用の必要性がますま

す高まっており、若年層を中心に動き出した“貯蓄

から投資へ”の流れをより大きなものにしていく必

要があると考えられる。

3	 投資経験者層拡大のカギは金融リテラシー

　投資未経験者において、現在資産運用を行ってい

ない理由として最も該当する人が多い理由は、「資

産運用を行うだけの資産や収入がないから」であり、

次に該当する人が多い理由は「資産運用に必要な知

識がないから」であることが、NRI 生活者 1 万人ア

ンケート金融編の結果から明らかになっている（図

  図表 5	 投資経験・投資への興味別の世帯貯蓄額分布（60～ 79歳）

	 注１）	自身と配偶者の現在の貯蓄額（現金、預貯金、株式、債券、投資信託、貯蓄保険の既払い保険料など）を集計。ただし、土地	
		  や建物の評価額や死亡保険金は除いている
	 注２）	平均値は、選択肢の中央値を代表値として算出した。ただし、「貯蓄はない」と回答した人は 0 円、5 億円以上と回答した人は	
		  5 億円を代表値としている。また、わからないと回答した人は集計から除外した
	 出所）	NRI 生活者１万人アンケート調査　金融編（2019 年）

  図表 6	 資産運用を行っていない理由（あてはまるものをすべて回答、「何となく／特に理由はない」とその他の選択肢は排他）

  出所）NRI 生活者１万人アンケート調査　金融編（2019 年）
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表６）。

　これまで、原資がなければ資産運用を行えないと

いう認識が生活者にあった一方で、1 章で述べたよ

うに、足元では決して年収の高くない若年層におい

て、新たに投資を開始する人が増加している。

　その理由の一つには、ポイント投資（ｄポイント

や T ポイントなど、商品の購入によって獲得したポ

イントを使って投資体験ができるサービス）や、つ

みたて NISA など、低額から手軽に始められる資産

運用サービスが普及、浸透してきていることが挙げ

られる。実際に、年代別のポイント投資への関心

（図表７）、つみたて NISA の利用状況・関心（図表

８）を見ると、2016 年以降に投資を開始した人の

ボリュームゾーンである 20 ～ 30 代において高い

傾向にある。

　これらの現状を踏まえると、“貯蓄から投資へ”

の流れのボトルネックは「資産運用を行うだけの資

産や収入がない」ことではなく、「資産運用に必要

な知識がない」≒「金融リテラシーが低い」ことに

移り変わってきているものと考えられる。

　

4	 日本人の金融リテラシーとその特徴

　NRI 生活者 1 万人アンケート金融編（2019 年）

では、金融に関する知識を確認するための五つの質

問を盛り込み、その正答数で金融リテラシーを計測

している。五つの設問はそれぞれ、金利、複利、イ

ンフレ、リスク・リターン、分散投資に関するもの（図

表９）であり、経済協力開発機構（OECD）におけ

る調査でも金融知識を測る設問として用いられている。

　18 ～ 79 歳の生活者における上記の五つの設問の

平均正答数は 2.3 問であるが、生活者の属性によっ

て差が生じる傾向にある。以下、特に大きな差が生

じている属性別の金融リテラシー（平均正答数）の

傾向を示す。

①年代別（図表 10）

　年代別の金融リテラシーを見ると、50 代までは

経験とともに金融リテラシーが高まるが、60 代以

降徐々に低下する傾向にある。60 代以降、金融リ

テラシーが低下する要因としては、会社員の場合リ

タイアメントに伴う情報収集活動の減少や、加齢に

伴う認知機能の低下などが考えられる。

  図表 7	 ポイント投資への関心

  注） 	 数値（％）は四捨五入しているため、合計の数値（％）は	
		  必ずしも 100（％）にならない
  出所）NRI 生活者１万人アンケート調査　金融編（2019 年）

  図表 8	 つみたてNISAの利用有無・関心

  注） 	 数値（％）は四捨五入しているため、合計の数値（％）は	
		  必ずしも 100（％）にならない
  出所）NRI 生活者１万人アンケート調査　金融編（2019 年）
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②最終学歴別（図表 11）

　図表 11 を見ると、最終学歴によって、金融リテ

ラシーに大きな差が生じていることがわかる。小・

中学校、高校、専修学校・短大（高専・各種学校含

む）を最終学歴とする人は、全体の平均正答数 2.3

問を下回っている一方で、大学、大学院（海外含む）

を最終学歴とする人は全体の平均正答数を大きく上

回っている。

　学習指導要領の改訂により、2022 年度以降に高

等学校の新科目「公共」で金融商品による資産形成

といった視点での金融教育が実施されることで、こ

の差はある程度解消される可能性がある。

③本人年収別（図表 12）

　本人年収が上がるにつれて、金融リテラシーは

高まる傾向にある。本人年収「300 万～ 400 万円」

のレンジから、全体の平均正答数を超えはじめ、年

収「500 万〜 700 万円」以上のレンジでは平均正

答数が 3 問を超える傾向にある。

④投資経験別（図表 13、14）

　投資経験の有無により、金融リテラシーに大きな

  図表 9	 金融リテラシーを計測するための設問

  出所）NRI 作成 

  図表 10	　年代別金融リテラシー（平均正答数）

  出所）NRI 生活者１万人アンケート調査　金融編（2019 年） 

  図表11　最終学歴別金融リテラシー（18～79歳、平均正答数）

  出所）NRI 生活者１万人アンケート調査　金融編（2019 年）
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差が生じる傾向にあり、投資未経験者の平均正答数

が 1.9 問であるのに対して、投資経験者の平均正答

数は 3.5 問となっている（図表 13）。

　投資を実際に行う中で、金融リテラシーが身につ

くということももちろん考えられるが、図表 14 に

示す通り、投資を開始する人は、投資を開始する時

点で十分に金融リテラシーが高いことがわかる。実

際に、2016 年以降に投資を開始した 20 ～ 30 代

の金融リテラシーを投資開始時期別に見ると、投資

開始年が早いほど金融リテラシーが高い傾向にはあ

るが、2019 年に投資を開始した人（＝投資を開始

して間もない人）においても平均正答数が 3.6 問と

なっている。

⑤都市規模別（図表 15、16）

　金融リテラシーは、都市部（23 区・政令市、お

よび人口 20 万人以上の都市）と地方部（人口 20

万人未満の都市）においても差が生じている。図表

15 に示す通り、地方部における平均正答数は 1.9

問であり、都市部の2.5問と比較すると約7割となっ

ている。

　また、都市部と地方部の違いを年代別に見ると、

若年層で差が大きい傾向にある（図表 16）。

  図表 12	　本人年収別金融リテラシー（18～79歳、平均正答数）

  出所）NRI 生活者１万人アンケート調査　金融編（2019 年）

  図表13　投資経験別金融リテラシー（18～79歳、平均正答数）

  出所）NRI 生活者１万人アンケート調査　金融編（2019 年）

  図表 14	 投資開始時期別金融リテラシー（20～ 39歳、
  	 	 	 平均正答数）

  出所）NRI 生活者１万人アンケート調査　金融編（2019 年）

  図表 15	 都市部と地方部の金融リテラシー（18～ 79歳、
  	 平均正答数）

  出所）NRI 生活者１万人アンケート調査　金融編（2019 年）

  図表 16　都市部と地方部の金融リテラシー（年代別平均正答数）

  ※　10 代は 18 ～19 歳（図表 17 も同様）
  出所）	NRI 生活者１万人アンケート調査　金融編（2019 年）
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5	 金融リテラシー向上において金融機関に期待さ

	 れる役割

　ここまでの内容を踏まえ、本章では投資経験者層

拡大のカギとなる金融リテラシー向上に向けた取り

組みの方向性について考察したい。

　金融リテラシー向上が国民の老後の資産形成に寄

与するということを踏まえると、金融リテラシー向

上に向けた取り組みを担うべき主体は、第一義的に

は国・地方自治体になるであろう。　

　一方で、金融リテラシーが年代・都市規模によっ

て異なる現状を鑑みると、金融包摂という観点から

も、金融インフラを提供する金融機関、特に銀行が

顧客対応の中で担える役割も大きいと考えられる。

　例えば、銀行であれば、長引く低金利下における

コスト削減施策として店舗削減・軽量化に取り組ん

でいるが、併せて利用者にとっての利便性を維持す

るために、インターネットバンキングの利用促進に

向けた取り組みも実施している。

　しかし、インターネットバンキングの利用率も、

金融リテラシーと同様に都市部、地方部、および年

代により大きく差が生じているのが実態である（図

表 17）。

　都市部では 2016 年から 2019 年にかけて、70

代を含めたほぼすべての年代でインターネットバン

キング利用率は増加している一方で、地方部の 50

代以降ではほぼ増加していない。このように、IT

リテラシー（≒ IT の活用度合い）も金融リテラシー

と同様に、都市部・地方部、および年代によって大

きな差が生じていることから、リテラシー向上に向

けた取り組みにおいては、より顧客の状況に合わせ

たきめ細やかな対応が必要になるといえる。

　銀行が、顧客の状況に合わせたリテラシー向上の

取り組みをしている事例として、Barclays の事例が

挙げられる。Barclays は、顧客向けのデジタル教

育にいち早く、かつ本格的に取り組んだことで知ら

れており、1 万 4,000 人を超える銀行員が、顧客の

デジタル化を促進するための部隊「Digtal Eagles」

として教育訓練を受けている。「Digital Eagles」の

取り組みは 2013 年から実施されており、当初は店

頭において顧客（特に高齢者）に対して、金融に閉

じず、メール、ビデオチャットなど“インターネッ

トの便利さ・楽しさ”を伝えることで、顧客をコス

ト効率の良いチャネルに誘導することが目的であっ

たが、現在は下記のような取り組みも実施されている。

  図表 17　都市規模別・年代別インターネットバンキング利用率の推移

  出所）NRI 生活者１万人アンケート調査　金融編（2016 年、2019 年）
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① Tea and Teach

　店頭の相談ブースでオンラインバンキングの利用

方法を一対一で説明する「Tea and Teach」セッショ

ンを行っている。顧客は自身の PC を持参すると、

お茶とともに利用方法を教えてもらえる。2019 年

だけで「Digital Eagles」が「Tea and Teach」セッ

ションを通じてサポートした人は 11 万 3,000 人に

も上る。

②Digital Wings

　「Digital Eagles」の各取り組みで内製化したス

キルをベースに「Digtal Wings」というオンライ

ン学習ツールでシニア層のみならず子供、起業家

等幅広い層へコンテンツを無償提供している。ま

た、同様の取り組みとして、オンラインで子供

向けに基本的なプログラミングを教える「Code 

Playground」というセッションも提供している。

「Code Playground」は、2019年だけで約3万7,000

人の子供が利用するコンテンツとなっている。

③Digital Eagle Partnerships

　「Digital Eagles」は、自治体と連携した取り組み

も実施している。英国内の Newcastle、Liverpool、

Salford 等の都市と連携協定を締結し、自治体・地

域住民のデジタル化のサポートに取り組んでいる。

Salford のケースでは、Barclays が新規に雇用した

55 人の「Digital Eagles」が Salford の職員や市民

のデジタル教育を支援している。その結果として、

デジタル教育を受けた職員がさらに市民にデジタル

教育を実施するなど、「Digital Eagles」のサポート

をきっかけとして、自治体による市民へのデジタル

教育が加速している。

　上記のように、高齢者等の IT リテラシーが低い

顧客向けには「Tea and Teach」による銀行の店

  図表 18　IT リテラシー×金融リテラシー（年代別・都市規模別）

  ※ 1	 都市部：23 区・政令市、および人口 20 万人以上の都市　地方部：人口 20 万人未満の都市
  ※ 2	 人口は、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（2021 年 1 月 1 日現在）」よりデータを作成
  ※ 3	 IT リテラシー、金融リテラシーの値は NRI 生活者１万人アンケート金融編（2019 年）より作成
  ※ 4	 80 代は参考値
  出所）	NRI 作成
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舗での対面の対応、若年層等の IT リテラシーが高

い顧客向けには「Digital Wings」によるオンライ

ンでのコンテンツ提供、さらに顧客以外の地域住

民（＝潜在的な顧客）に対しては「Digital Eagle 

Partnerships」 に よ る 自 治 体 を 通 じ た 支 援 と、

Barclays の取り組みはまさに顧客の状況に応じた

サポートが実現されている事例であるといえる。

　日本人の IT リテラシー、金融リテラシーも、年

代別・都市規模別にばらつきがある。図表 18 は、

インターネットを毎日利用している人の割合を IT

リテラシーと定義し、年代別・都市規模別のセグメ

ントの金融リテラシーと IT リテラシーをマッピン

グしたものである。 

　図表 18 を見ると、高齢層では金融リテラシー、

IT リテラシーともに都市部＞地方部となっている

（図中　）一方で、若年層では IT リテラシーは都

市部＝地方部、金融リテラシーは都市部＞地方部と

なっている（図中　）ことがわかる。

　これらのことから、日本におけるリテラシー向上

に向けた取り組みとして、①地方部高齢層をメイン

ターゲットにした対面での支援、②地方部若年層を

メインターゲットにしたオンラインでの支援という

二つの方向性が必要になるといえる。

　①については、地域に店舗を多く持つ地銀、信用

金庫、信用組合、系統金融機関などが主な担い手に

なると考えられるが、地域における金融機関の店舗

が統廃合等により減少している状況を踏まえると、

「Digital Eagle Partnerships」の事例にもあるよう

に、自治体と金融機関が連携した取り組みが不可欠

になるだろう。金融機関としては、金融知識が豊富

な職員やそのノウハウを活用して自治体における金

融教育をサポートする一方で、自治体の施設等を活

用したセミナーを開催したりすることで、店舗削減

に伴い減少する地域における顧客接点を補うような

取り組みを実現できる可能性がある。コスト削減だ

けが目的ではなく、金融包摂の実現や地域住民の資

産形成といった社会課題の解決にもつながる取り組

みを、銀行をはじめとした金融機関が主導して行う

余地は十分あると考えられる。

　②についても、地方部のネットバンキング利用率

の低さが表しているように、都市部若年層と比較す

ると地方部若年層の方が、銀行の店舗・ATM の利

用頻度は高いことが想定される。その接点を生かし

てオンラインのコンテンツに誘導することが求めら

れる。

　デジタル時代における金融機関、特に銀行の顧客

対応においては、ただチャネルをデジタルに置き換

えるだけではなく、金融・IT リテラシーの両面から

顧客をとらえ、顧客の状況に合わせたリテラシー底

上げに資する取り組みを推進することも重要な論点

になるといえる。

　海外では金融機関が本格的に顧客のリテラシー向

上の支援を行っている例があるように、金融機関に

とって顧客のリテラシー向上はコスト削減・顧客層

拡大にもつながる取り組みである。加えて、特に金

融リテラシーの底上げは、“貯蓄から投資へ”の流

れを後押しすることにつながる取り組みであり、ひ

いては国民の老後の資産形成という社会課題解決に

も資する取り組みであることから、今後金融機関に

期待される役割は大きいといえるだろう。
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